


　株主、投資家の皆さまには、ますますご清祥のことと
お喜び申し上げます。
　平素のご支援に対し心からお礼申し上げます。
　当上半期のわが国経済は、公共投資の減少などマ
イナス要因はあったものの、輸出の緩やかな伸長や堅
調な雇用および所得環境による個人消費の伸び、企
業の期待成長率の高まり等を反映した設備投資の加
速により、全体としてはプラスの成長を維持し、引き続き
底堅く推移しました。

　一方海外において、米国経済は金融引締めや原
油高等により、住宅投資の減少、個人消費および企業
の設備投資の伸びの鈍化など、足元の減速が明らか
になってきました。欧州経済は、輸出を中心とした緩や
かな景気回復が続きました。中国・アジア経済につい
ては、各国の輸出が概ね堅調に拡大する一方で、内
需の減速があり伸び悩みが見られましたが、中国の投
資拡大による高成長の継続により、全体としては堅調
な成長を維持しました。
　このような内外情勢のもと、当社と株式会社トーメン
は、2006年4月1日に合併して以来、新生・豊田通商と
してより一層の事業領域の拡大に努める一方、収益
向上と財務体質強化に努めてまいりました。
その結果、当上半期の豊田通商グループの売上高は
2兆9,346億円、経常利益556億円、税引後利益は387
億円となりました。これも株主、投資家の皆さまのご支
援の賜物と厚くお礼申し上げます。
　当期の中間配当金は、１株につき12円とし、支払開
始日を11月27日とさせていただきました。
当社といたしましては、今後も一層の収益力の向上と
経営の効率化に向けた取り組みを続け、着実に進ん
でまいります。
　株主、投資家の皆さまにおかれましては、今後とも一
層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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　2006年4月1日をもって、豊田通商はトーメンと合併し、新生・
豊田通商としてスタートいたしました。

　新生・豊田通商グループは、「人・社会・地球との共存共
栄を図り、豊かな社会づくりに貢献する価値創造企業を目
指す」という企業理念のもと、オープンでフェアな企業活動
に努めるとともに社会的責任の遂行と地球環境の保全に
取り組み、創造性を発揮して、お客様、株主、従業員、地域
社会など、すべてのステークホルダーにご満足いただける「付
加価値の提供」を経営の基本理念としております。
　この実現に向け、豊田通商グループは、「G’VALUE 
with you」をフラッグシップ・メッセージに、3つの『G』を豊田
通商グループにおける価値創造の基本要件としております。
　またL.E.A.D.をキーワードに、「機能」「体質」「責任」と
いう3つの領域からなる12の姿勢を通じて、戦略意思を推
進してまいります。



　鉄鋼分野では、国内の自動車向け需要が好調に推移し、
また、輸出市場も需要回復し市況も上昇傾向にある中、取引
先企業への拡販に努めた結果取り扱いが伸長しました。鉄
鋼原料分野では、従来の拠点に加え、タイにおいて工場内リ
サイクル会社を稼動させ、リサイクル事業の拡大に努めまし
た。非鉄金属分野では、アルミ溶湯事業において、従来の生
産拠点に加えて、海外では中国・天津に、国内では愛知県田
原市に新たに建設した工場が稼動を開始するなど、事業の
拡大に努めました。これらの結果、売上高は前年同期を1,428
億円(19.3％）上回る8,840億円となりました。

　機械分野では、取引先各企業の海外展開が活発であり機
械設備の納入等積極的に取り組んだことにより取り扱いが伸
長しました。繊維機械分野ではエアージェット織機を中心とし
た中国向け輸出が順調に推移しました。情報・電子分野では
カーエレクトロニクス商売において、ハイブリッド車の普及／市
場拡大に対応し、取り扱いの増加につなげました。また運転
者支援・安全対応等のカーエレクトロニクス新技術にも取り組
みました。Ｌ＆Ｆ分野では、フォ－クリフトの積極的な拡販に取
り組んだ結果、取り扱いが伸長しました。海外での自動車生
産用部品分野では、自動車生産の拡大及びモデルチェンジ
に的確に対応し、取り扱いは堅調に推移しました。これらの結
果、合併による取り扱い増加を含め、売上高は前年同期を
2,415億円（49.3％）上回る7,312億円となりました。
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　中南米、アフリカ、ロシア等の市場好調による台数増及び
合併により新たに加わったスバル車両の台数が寄与し、前年
同期比で２０％増の取り扱い台数を達成することができまし
た。また、海外販売拠点については、重点地域の中国で新た
に６つのディーラーを新設、欧州ではロシア、フランス及びスペ
インにそれぞれディーラーを１社設立し、メキシコでも２拠点を
増やした結果、世界拠点が期初の８５拠点から９６拠点に増
加するなど販売体制の強化に努めました。これらの結果、売
上高は前年同期を573億円（18.5％）上回る3,674億円となり
ました。

　化学品合樹分野では、取引先企業の海外生産増及び新
規取引先との事業拡大により化学品・合成樹脂の取り扱いが
伸長しました。エネルギー・プラント分野では、合併による石油
調達先の拡大を生かし販売エリア・顧客の拡大や石油製品
輸入販売の拡大などに取り組みました。また中東・アジアで
のエネルギー関連プラント輸出に注力しました。これらの結
果、合併による取り扱い増加を含め、売上高は前年同期を
4,422億円（327.3％）上回る5,773億円となりました。
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　住宅分野では病院併設マンションや食品スーパーの商業
施設開発に着手しました。保険分野では、ＣＳ向上・個人保
険販売強化を目的にカスタマーセンターを設立し拡販に取り
組みました。介護関連分野では介護機器レンタル拠点を北
関東と南大阪の２ヵ所に新たに開設し介護機器レンタル卸事
業の拡大に努めました。資材分野では、エアバッグ需要増に
対応するため、中国、ベトナムでの生産体制の拡大に努めま
した。これらの結果、合併による取り扱い増加を含め売上高
は前年同期を776億円（78.0％）上回る1,772億円となりまし
た。

　飼料分野では、輸入大豆粕等の飼料副原料の取り扱い
増加が寄与し、取り扱い高は順調に推移しました。またトヨタ
自動車（株）、（株）メニコンと共同で、家畜排泄物の有効活用
を行い環境配慮の循環型農業に寄与する、堆肥化促進事
業を立ち上げると共に、堆肥化促進剤の販売を開始しまし
た。食品分野では調理加工食品のＯＥＭ機能を強化し、コン
ビニエンスストアなどへの拡販に取り組みました。これらの結
果、合併による取り扱い増加を含め、売上高は前年同期を
1,037億円（182.1％）上回る1,606億円となりました。



　豊田通商グループは、企業ビジョンとして「VISION 2015 －
LEAD THE NEXT」を掲げ、「価値創造企業」として、6つの
事業領域＝6つの商品本部※で次世代ビジネスを創造し、将
来的には事業収益のバランスで、自動車分野：非自動車分野
＝50：50の実現を目指すことを戦略意思としております。

※6つの商品本部：金属、機械・エレクトロニクス、自動車、エネルギー・
　化学品、食料、生活産業・資材

　自動車分野を「第1の柱」として、成長機会を確実にとらえ
るとともに、新機能創造に努め当社ならではの強みを徹底的
に強化して、さらなる成長を目指しております。
　非自動車分野においても自動車分野で培った機能、ノウハ
ウ等の横展開により、自動車分野とのシナジーを創出し、「第2、
第3の柱」を育成、確立してまいります。
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　豊田通商グループの当中間期の売上高は（株）ト
ーメンと合併したこともあり2兆9,346億円となり、前年
同期（1兆8,582億円：「その他の営業収益」を含む）
を57.9％上回りました。（各本部の状況につきまして
は、3～5ページをご覧ください）
　利益につきましては、経常利益は売上高の増加
等により556億97百万円となり、前年同期（378億29
百万円）を178億68百万円（47.2％）上回りました。
その結果、税引後の中間純利益は387億51百万円
となり、前年同期（203億75百万円）を183億76百万
円（90.2％）上回ることができました。
　当中間期の配当は前中間期に比べ3円増配して
1株につき12円とし、支払い開始日を11月27日とさせ
ていただきました。

　2007年3月期の通期業績予想につきましては、売
上高は主に当社単体および海外グループ会社の増
加により前期を2兆546億円（52.1％）上回る6兆円と
なる見込みです。経常利益は売上高の増加等に伴
い前期を198億円（23.0％）上回る1,060億円となり、
また、当期純利益は前期を262億円（57.4％）上回る
720億円となる見込みです。
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　当社は2006年10月31日開催の取締役会において、新株式発行ならびに当社株式の売出しを決議いたしました。今回
の新株式発行により調達する資金については、安定した収益源である自動車分野において、トヨタグループ各社の積極
的な海外展開に対応し、収益基盤をさらに強化・拡大するための投資および高い成長性や収益性が見込める非自動車
分野の事業基盤拡大に向けた投資に充当する予定です。
（本お知らせは、当社の新株式発行ならびに株式売出しに関してお知らせするためのものであり、投資勧誘を目的とした
ものではありません。）

　個人投資家の方 に々当社をご理解いただく重要な機会の一つとして、これまで証券取引所や日本経済新聞社等が主
催するＩＲイベントに出展を続けてまいりましたが、4月の合併および5月より単元株式数の引下げを実施したことなどを受け、
今期より新たに個人投資家向けの説明会を実施することにいたしました。既に9月7日名古屋、9月14日大阪で開催し、両日
ともに多数の方々のご参加をいただき、新生・豊田通商の経営ビジョン・戦略について説明するとともに、投資家の方々から
貴重なご指摘・ご意見をいただく重要な機会となりました。今後も首都圏での開催を含め、引き続き同様の機会を設けて
一人でも多くの投資家の皆さまに“豊田通商ファン”になっていただけるよう努めてまいります。
（今後の出展予定については、適宜当社ホームページ「ＩＲ情報」（URL：http://www.toyota-tsusho.com/ir/）に掲載してま
いります。）



この株主通信には、当社の将来についての計画や戦略、業績等に関する予想お
よび見通しの記述が含まれています。これらの記述は過去の事実ではなく、当社が
現時点で把握可能な情報から判断した仮定および所信に基づく見込みです。これ
らの見込みは、経済動向、為替レート、法律、規制、政治情勢等に関るリスクや不
確実性を含んでいます。それゆえ実際の成果や業績、実績などは記載の見込みと
は大きく異なることがありえます。
株主・投資家の皆さまには、これらの情報に全面的に依拠されて判断されることの
ないよう、お願い申し上げます。



この冊子の印刷には、環境に配慮した
植物性大豆油インキを使用しています。

この冊子には、古紙パルプ配合率
１００％再生紙を使用しています。


